様式１
平成　　年　　月　　日
　愛　知　県　知　事　殿
                                          住　　　所（本社所在地、郵便番号）
                                          氏　　　名（企業等名及び代表者の氏名）  印
                                          連絡担当者（職名及び氏名）
                                          電話番号
平成２２年度海外特許取得・知的財産活用促進事業計画書

愛知県海外特許取得・知的財産活用促進事業費補助金の交付を受けたいので、同交付要綱第6条の規定により、下記のとおり提出します。

記

(1)　海外特許取得・知的財産活用促進事業の目的及び内容

　　　別紙の補助事業計画書のとおり

(2)　海外特許取得・知的財産活用促進事業に要する経費　

○○○○○円
（「４研究開発予算明細書（支出の部）補助事業に要する経費合計額」と同じ金額を記入して下さい。）
(3)　補助金申請予定額
　　　○○○○○円
（「４研究開発予算明細書（支出の部）補助金交付申請額合計額」と同じ金額を記入して下さい。）
様式１の別紙（知的財産活用促進事業の場合）

	 注：　枚数に制限はありません
	


補　助　事　業　計　画　書
１　申請者の概要
　(1) 所　在　地　　　　 研究を実施する場所が異なる場合は、研究の実施地も記入すること。また電話番号も記入すること。

　(2) 資本金の額　　　　 申請時点或いは、最近時の決算期の払込みの資本金或いは出資金額を記入すること。

　(3) 従業員数　　（　　　　　　　　人　）
　(4) 事業の内容　　　　 営んでいる主な事業及び主たる生産品目名、年間生産額等を記入すること。

　(5) 現有設備　　　　主要設備別にその名称、数、用途を次の様式にそって記入すること。
	 eq \o\ad(機械又は装置,　　　　　　　　　　　　　　)
	数
	用　　　　　　途
	備　　　考
	

	
	
	
	
	


２　研究開発の体制
　　主に研究に従事する者の職名及び氏名並びに補助事業の経理担当者の職名及び氏名
３　研究開発の説明
　(1) 研究開発のテーマ
　　　（　研究開発内容を適切に表現するような名称を記入すること。　　　　　　　　　　　）
　(2) 活用する知的財産の内容
　　　　　特許については、出願人、発明の名称、取得年月日、登録番号及び概要並びに実施許
諾に関する経緯について記入すること。

　(3) 研究開発の日程
　　　開始予定　交付決定日　　　完了予定　平成２３年３月３１日
　(4) 研究開発の目的
なぜ、研究開発に挑戦するのかなど、その研究開発が必要な理由を記入すること。
　(5) 研究開発の内容、規模及び方法
研究開発の内容を簡潔かつ明瞭に記入すること。

研究開発に使用しようとする設備及び材料等を明らかにするとともに、どのような方法で、どのような成果を目標にして行うか、詳細に記入すること。
　(6) 知的財産の活用方法
　　　　　研究開発に当たっての知的財産活用の必要性及び活用方法並びに効果等について記入

　　　　すること。
　　　　　特に、①研究開発に必要な時間の節約、②研究リスクの回避、③開発費の節約につい

て、どのような利点があるかを具体的に記入すること。

　(7) 研究開発の成果を基にした発展的研究の見込
研究開発の成果を基にして、更にどのような発展的研究又は応用が可能か、具体的に記入すること。
４　研究開発予算明細表（別添のエクセル様式を使用して下さい。）
　（支出の部）
	
	支
出
	区分
	種別
	仕様
	単位
	数量
	単価
(円)
	補助事業
に要する経費(円)
	補助対象
経費
(円)
	補助金交
付申請額
(円)
	備考
(注３)
	

	
	
	原材料費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	機械装置、工具・器具費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	外注加工費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	ソフトウェア
開発費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	合計
	
	
	
	
	（注１）
	
	（注２）
	
	


　（収入の部）
	
	収
入
	区分
	金額（円）
	資金の調達先等
	

	
	
	自己資金
	
	
	

	
	
	借入金
	
	
	

	
	
	補助金
	（注２）
	
	

	
	
	その他
	
	
	

	
	
	合計
	（注１）
	
	


（注１）　「支出の部における補助事業に要する経費」と「収入の部における収入の合計金額」とが一致するよう記入すること。
（注２）　「支出の部における補助金交付申請額」と「収入の部における補助金の金額」とが一致するよう記入すること。
　　　　　また、補助金額は、補助対象経費の１／２以内とすること。
（注３）　機械装置及び工具・器具類等については、購入、製造、改良又は借用の別を備考欄に記入すること。






（注）本様式は、A4縦置きとする。

